
 

 

 京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成２７年９月３０日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第３５号 

   京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する規則の一部を改正する規則 

 京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する規則の一部を次のように改正する。 

 目次中「第６条」を「第１０条」に，「第７条～第１０条」を「第１１条～第１４条」に，

「第１１条～第１３条」を「第１５条～第１７条」に，「第１４条～第２４条」を「第１８

条～第２８条」に，「第２５条～第２８条」を「第２９条～第３２条」に，「第２９条・第

３０条」を「第３３条・第３４条」に，「第３１条」を「第３５条」に，「第３２条～第３

５条」を「第３６条～第３９条」に，「第３６条～第３８条」を「第４０条～第４２条」に，

「第３９条～第４２条」を「第４３条～第４６条」に改める。 

第２条から第４条までを次のように改める。 

（共同住宅等の新築等をする場合の届出） 

第２条 条例第１６条第２項の規定による届出は，共同住宅等（同条第１項に規定する共

同住宅等をいう。以下同じ。）を新築しようとする場合にあっては入居者が当該共同住

宅等に入居するまでに，既存の共同住宅等の所有者の委託を受けて当該共同住宅等を新

たに管理しようとする場合にあっては受託後速やかに，共同住宅等分別周知等届（第１

号様式）により行わなければならない。 

２ 前項の届出は，条例第１６条第１項の規定により周知しようとする内容を明らかにす

る図書を添えて行わなければならない。 

３ 条例第１６条第３項の規定による届出は，同条第２項の規定により届け出た事項の変

更後速やかに，共同住宅等分別周知等変更届（第２号様式）により行わなければならな

い。 

（報告書等の作成及び提出に係る建築物の面積の基準等） 

第３条 条例第１７条第１項に規定する別に定める面積は，次の各号に掲げる区分に応じ，

当該各号に掲げる面積とする。 

⑴ 全ての店舗その他の事業の用に供する建築物（本市の区域内に存するものに限る。

次号において「店舗等」という。）の床面積の合計 ３，０００平方メートル 

⑵ １の店舗等の床面積の合計 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に掲げる面積 



 

 

ア 条例第１１条第１項に規定する物品小売業者及び条例第１２条第１項に規定する

飲食店業者 ５００平方メートル 

イ 条例第１４条第１項に規定する旅館業者等 １，０００平方メートル 

２ 条例第１７条第１項の規定による報告書及び計画の作成並びに提出は，毎年６月３０

日までに，報告書兼計画書（第３号様式）により，報告書にあっては前年の４月１日か

らその年の３月３１日まで，計画にあってはその年の４月１日から翌年の３月３１日ま

での期間について行わなければならない。 

（事業用大規模建築物） 

第４条 条例第２０条に規定する別に定める面積は，１，０００平方メートルとする。 

第６条の３を削る。 

第４２条を第４６条とする。 

第４１条中「第３８条第２項」を「第４０条第２項」に，「証明書は」を「身分を示す

証明書の様式は」に，「身分証明書（第２９号様式）」を「第３４号様式」に改め，同条に

次の１項を加える。 

２ 条例第５７条第２項に規定する身分を示す証明書の様式は，第３５号様式とする。 

 第４１条を第４５条とする。 

第４０条の見出し及び同条中「許可書等」を「許可証等」に改め，同条を第４４条とす

る。 

第３９条の見出し中「許可書等」を「許可証等」に改め，同条第１項中「第１１条」を

「第１５条」に，「第２９条」を「第３３条」に，「第２５条」を「第２９条」に，「一般廃

棄物処理業許可書」を「一般廃棄物処理業許可証」に，「一般廃棄物処理施設設置許可書」

を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に，「再生利用業指定書」を「再生利用業指定証」に，

「浄化槽清掃業許可書」を「浄化槽清掃業許可証」に，「許可書等」を「許可証等」に，「許

可書等再交付申請書（第２８号様式）」を「許可証等再交付申請証（第３３号様式）」に改

め，同条第２項中「許可書等」を「許可証等」に，「当該許可書等」を「当該許可証等」に

改め，同条第３項中「許可書等」を「許可証等」に改め，同条を第４３条とする。 

第３８条本文中「第３６条」を「第５５条」に改め，第１０章中同条を第４２条とする。 

第３７条本文中「第７条第１項」を「第１１条第１項」に改め，同条を第４１条とする。 

第３６条第４項中「ちょう付しなければ」を「貼付しなければ」に改め，同条を第４０

条とする。 



 

 

第９章中第３５条を第３９条とし，第３２条から第３４条までを４条ずつ繰り下げる。 

第３１条各号列記以外の部分中「第２６条」を「第４５条」に改め，同条第２号中「第

２５条」を「第４４条」に改め，同条第３号中「第２７条」を「第４６条」に改め，第８

章中同条を第３５条とする。 

第３０条第１項中「変更の」及び「をしようとする者」を削り，「第２６号様式」を「第

３１号様式」に，「浄化槽清掃業許可書」を「浄化槽清掃業許可証」に，「当該浄化槽清掃

業許可書」を「当該浄化槽清掃業許可証」に，「提出しなければ」を「提出することにより

行わなければ」に改め，同条第２項中「浄化槽清掃業許可書」を「浄化槽清掃業許可証」

に改め，同条第３項中「をしようとする者」を削り，「第２７号様式」を「第３２号様式」

に，「浄化槽清掃業許可書」を「浄化槽清掃業許可証」に，「提出しなければ」を「提出す

ることにより行わなければ」に改め，第７章中同条を第３４条とする。 

第２９条を次のように改める。 

（浄化槽清掃業の許可の申請） 

第２９条 環境省関係浄化槽法施行規則第１０条第１項に規定する申請書は，浄化槽清掃

業許可申請書（第３０号様式）とする。 

第２９条を第３３条とする。 

第２８条第１項中「第２４号様式」を「第２９号様式」に，「再生利用業指定書」を「再

生利用業指定証」に改め，同条第２項中「再生利用業指定書」を「再生利用業指定証」に

改め，第６章中同条を第３２条とする。 

第２７条第１項各号列記以外の部分中「の各号」を削り，「第２３号様式」を「第２８

号様式」に，「再生利用業指定書」を「再生利用業指定証」に，「当該再生利用業指定書」

を「当該再生利用業指定証」に改め，同条第２項中「再生利用業指定書」を「再生利用業

指定証」に，「当該再生利用業指定書」を「当該再生利用業指定証」に改め，同条を第３１

条とする。 

第２６条第１項本文中「第２２号様式」を「第２７号様式」に改め，「の各号」を削り，

同項第１号及び同条第２項中「再生利用業指定書」を「再生利用業指定証」に改め，同条

を第３０条とする。 

第２５条各号列記以外の部分中「第２１号様式」を「第２６号様式」に改め，同条を第

２９条とする。 

第２４条第１項中「第２０号様式の２」を「第２４号様式」に改め，同条第２項中「第



 

 

２０号様式の３」を「第２５号様式」に，「行うものとする」を「行わなければならない」

に改め，第５章中同条を第２８条とする。 

第２３条第１項中「第２０号様式」を「第２３号様式」に改め，同条第２項及び第３項

中「一般廃棄物処理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に改め，同条

を第２７条とする。 

第２２条第１項中「第１９号様式」を「第２２号様式」に改め，同条第２項及び第３項

中「一般廃棄物処理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に改め，同条

を第２６条とする。 

第２１条第１項中「第１８号様式」を「第２１号様式」に改め，同条第２項中「一般廃

棄物処理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に改め，同条を第２５条

とする。 

第２０条第１項中「第１７号様式」を「第２０号様式」に改め，同条第２項中「一般廃

棄物処理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に改め，同条を第２４条

とする。 

第１９条中「第１６号様式」を「第１９号様式」に改め，同条を第２３条とする。 

第１８条第１項中「第１５号様式」を「第１８号様式」に改め，同条第２項及び第３項

中「一般廃棄物処理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に改め，同条

を第２２条とする。 

第１７条第１項中「第１４号様式」を「第１７号様式」に改め，同条第２項及び第３項

中「一般廃棄物処理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に改め，同条

を第２１条とする。 

第１６条中「第１３号様式」を「第１６号様式」に改め，同条を第２０条とする。 

第１５条中「第１２号様式」を「第１５号様式」に改め，同条を第１９条とする。 

第１４条中「第１１号様式」を「第１４号様式」に改め，同条を第１８条とする。 

第１３条第１項中「をしようとする者」を削り，「第９号様式」を「第１２号様式」に，

「一般廃棄物処理業許可書」を「一般廃棄物処理業許可証」に，「提出しなければ」を「提

出することにより行わなければ」に改め，同条第２項中「をしようとする者」を削り，「第

１０号様式」を「第１３号様式」に，「一般廃棄物処理業許可書」を「一般廃棄物処理業許

可証」に，「当該一般廃棄物処理業許可書」を「当該一般廃棄物処理業許可証」に，「提出

しなければ」を「提出することにより行わなければ」に改め，同条第３項中「一般廃棄物



 

 

処理業許可書」を「一般廃棄物処理業許可証」に改め，第４章中同条を第１７条とする。 

第１２条第１項各号列記以外の部分中「第８号様式」を「第１１号様式」に改め，同項

第２号及び同条第２項中「一般廃棄物処理業許可書」を「一般廃棄物処理業許可証」に改

め，同条を第１６条とする。 

第１１条各号列記以外の部分中「第７号様式」を「第１０号様式」に改め，同条を第１

５条とする。 

第１０条各号列記以外の部分中「第２２条第１項」を「第３５条第１項」に改め，同条

中第１２号を第１３号とし，第１１号を第１２号とし，第１０号の次に次の１号を加える。 

⑾ 紙又は紙製品が一般廃棄物となったもののうち，再生利用をすることができるもの 

第３章中第１０条を第１４条とする。 

第９条中「第６号様式」を「第９号様式」に改め，同条を第１３条とする。 

第８条中「第１９条第２項」を「第３２条第２項」に改め，同条を第１２条とする。 

第７条を第１１条とする。 

第６条の２中「第１３条の２第１項」を「第２６条第１項」に改め，同条を第９条とし，

第２章中同条の次に次の１条を加える。 

（特定食品関連事業者の減量計画の作成及び提出） 

第１０条 条例第２６条第２項に規定する事業系廃棄物の減量に関する計画の作成及び提

出は，毎年６月３０日までに，特定食品関連事業者減量計画書（第８号様式）により，

その年の４月１日から翌年の３月３１日までの期間について行わなければならない。 

２ 前項の提出は，条例第２６条第１項に規定する店舗等の名称及び所在地を記載した一

覧表を添えて行わなければならない。 

第６条第１項中「第１２条の２第１項」を「第２４条第１項」に改め，「関する計画」

の右に「の作成及び提出並びに条例第２５条第３項の規定による届出」を加え，「第５号様

式」を「第７号様式」に改め，「に必要な事項を記載すること」を削り，「作成するものと

する」を「行わなければならない」に改め，同条第２項各号列記以外の部分中「条例第１

２条の２第１項及び第１３条第３項の規定による」を「前項の提出又は」に改め，「事業用

大規模建築物新築等減量計画書兼事業系廃棄物保管場所設置届に」を削り，「，市長に提出

することにより行うものとする」を「行わなければならない」に改め，同項第２号中「第

１３条第１項」を「第２５条第１項」に改め，同条を第８条とする。 

第５条中「第１２条の２第１項」を「第２４条第１項」に改め，同条を第７条とする。 



 

 

第４条の次に次の２条を加える。 

（事業用大規模建築物の所有者の減量計画の作成及び提出） 

第５条 条例第２１条第１項に規定する事業用大規模建築物減量計画の作成及び提出は，

毎年５月３１日までに，事業用大規模建築物減量計画書（第４号様式）により，その年

の４月１日から翌年の３月３１日までの期間について行わなければならない。 

２ 前項の提出は，廃棄物の種類ごとの発生量,処理の方法等の明細及び従業員の人数その

他の事業の状況に関する事項を記載した書類を添えて行わなければならない。 

（廃棄物管理責任者の選任及び届出） 

第６条 条例第２２条第１項の規定による選任は，事業用大規模建築物（条例第２０条に

規定する事業用大規模建築物をいう。以下同じ。）の所有者が，当該事業用大規模建築

物の全部又は一部が事業の用に供された日から３０日以内に，当該事業用大規模建築物

の管理について責任を有する者のうちから行わなければならない。 

２ 条例第２２条第１項の規定による届出は，同項の規定による選任の日から１０日以内

に，廃棄物管理責任者選任届（第５号様式）により行わなければならない。 

３ 条例第２２条第２項の規定による届出は，廃棄物管理責任者の変更後速やかに，廃棄

物管理責任者変更届（第６号様式）により行わなければならない。 

第２号様式を削る。 

第２９号様式中，「第４１条関係」を「第４５条関係」に，「第３８条第１項」を「第５

７条第１項」に改め，同様式を第３５号様式とする。 

第２８号様式中「第３９条関係」を「第４３条関係」に改め，同様式注以外の部分中「許

可書等再交付申請書」を「許可証等再交付申請書」に，「第３９条第１項」を「第４３条第

１項」に，「一般廃棄物処理業許可書」を「一般廃棄物処理業許可証」に，「一般廃棄物処

理施設設置許可書」を「一般廃棄物処理施設設置許可証」に，「再生利用業指定書」を「再

生利用業指定証」に，「浄化槽清掃業許可書」を「浄化槽清掃業許可証」に改め，同様式を

第３３号様式とし，同様式の次に次の１様式を加える。 



 

 

 

第２７号様式中「第３０条関係」を「第３４条関係」に改め，同様式を第３２号様式と

する。 

第２６号様式中「第３０条関係」を「第３４条関係」に改め，同様式を第３１号様式と

する。 

第２５号様式中「第２９条関係」を「第３３条関係」に改め，同様式を第３０号様式と

する。 

第２４号様式中「第２８条関係」を「第３２条関係」に改め，同様式注以外の部分中「第

２８条第１項」を「第３２条第１項」に改め，同様式を第２９号様式とする。 

第２３号様式中「第２７条関係」を「第３１条関係」に改め，同様式注以外の部分中「第

２７条第１項」を「第３１条第１項」に改め，同様式を第２８号様式とする。 

第２２号様式中「第２６条関係」を「第３０条関係」に，「第２６条第１項」を「第３

０条第１項」に改め，同様式を第２７号様式とする。 

第２１号様式中「第２５条関係」を「第２９条関係」に改め，同様式を第２６号様式と

する。 



 

 

第２０号様式の３中「第２４条関係」を「第２８条関係」に改め，同様式を第２５号様

式とする。 

第２０号様式の２中「第２４条関係」を「第２８条関係」に改め，同様式注３中「除き

ます」を「除く」に改め，同注４中「いいます」を「いう」に改め，同様式を第２４号様

式とする。 

第２０号様式中「第２３条関係」を「第２７条関係」に改め，同様式を第２３号様式と

する。 

第１９号様式中「第２２条関係」を「第２６条関係」に改め，同様式を第２２号様式と

する。 

第１８号様式中「第２１条関係」を「第２５条関係」に改め，同様式を第２１号様式と

する。 

第１７号様式中「第２０条関係」を「第２４条関係」に改め，同様式注１中「といいま

す」を「という」に改め，同様式を第２０号様式とする。 

第１６号様式中「第１９条関係」を「第２３条関係」に改め，同様式を第１９号様式と

する。 

第１５号様式中「第１８条関係」を「第２２条関係」に改め，同様式を第１８号様式と

する。 

第１４号様式中「第１７条関係」を「第２１条関係」に改め，同様式を第１７号様式と

する。 

第１３号様式中「第１６条関係」を「第２０条関係」に改め，同様式を第１６号様式と

する。 

第１２号様式中「第１５条関係」を「第１９条関係」に改め，同様式を第１５号様式と

する。 

第１１号様式中「第１４条関係」を「第１８条関係」に改め，同様式を第１４号様式と

する。 

第１０号様式中「第１３条関係」を「第１７条関係」に改め，同様式を第１３号様式と

する。 

第９号様式中「第１３条関係」を「第１７条関係」に改め，同様式を第１２号様式とす

る。 

第８号様式中「第１２条関係」を「第１６条関係」に改め，同様式を第１１号様式とす



 

 

る。 

第７号様式中「第１１条関係」を「第１５条関係」に改め，同様式を第１０号様式とす

る。 

第６号様式中「第９条関係」を「第１３条関係」に改め，同様式注以外の部分中「第９

条の」を「第１３条の」に改め，同様式を第９号様式とする。 

第５号様式の２中「第６条の３関係」を「第１０条関係」に改め，同様式（表面）中「届

出者」を「提出者」に，「第１３条の２第２項」を「第２６条第２項」に，「届け出ます」

を「提出します」に， 

  

 

 

「 

」 

を 



 

 

 

 

め，同様式（裏面）中「発生抑制」の右に「及び再使用」を加え，同様式注２を同注５と

し，同注１の次に次のように加える。 

２ 「シュレッダー紙」とは，裁断機等の装置により細断した紙をいいます。 

３ 「雑がみ」とは，包装紙，紙箱，ビラ，パンフレットその他の再生利用をすること

ができる紙又は紙製品のうち，新聞紙及び段ボール以外のものをいいます。 

４ 「燃やすごみ」とは，事業活動に伴って生じる一般廃棄物（紙又は紙製品が一般廃

棄物となったもののうち，再生利用をすることができるものを除く。）のうち，再生

利用をすることが不可能又は困難であるため本市の一般廃棄物処理施設へ受け入れ

るものをいいます。 

第５号様式の２を第８号様式とする。 

第５号様式中「第６条関係」を「第８条関係」に，同様式（表面）中「届出者」を「提

出者」に，「第１２条の２第１項」を「第２４条第１項」に，「第１３条第３項」を「第２

５条第３項」に，「届け出ます」を「提出します」に改め，「ことができる」を削り，「する

ことができない」を「しない」に改め，同様式（裏面）中 

 

 

 

「 

」 

に改 



 

 

 

を「の発生抑制等」に，「発生の抑制」を「発生抑制及び再使用」に改め，同様式注に次の

ように加える。 

３ 「燃やすごみ」とは，事業活動に伴って生じる一般廃棄物（紙又は紙製品が一般廃

棄物となったもののうち，再生利用をすることができるものを除く。）のうち，再生

利用をすることが不可能又は困難であるため本市の一般廃棄物処理施設へ受け入れ

るものをいいます。 

４ 「廃棄物の発生抑制等」とは，廃棄物の発生の抑制，再使用及び再生利用をいいま

す。 

第５号様式を第７号様式とする。 

 第４号様式中「第４条関係」を「第６条関係」に，「京都市廃棄物の減量及び適正処理等

に関する規則第４条第２項」を「京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例第２２

条第２項」に改め，同様式を第６号様式とする。 

 第３号様式中「第４条関係」を「第６条関係」に，「第１１条」を「第２２条第１項」に

改め，同様式を第５号様式とする。 

「 

 

 

 

 

「 

」 

」 

 

を 

に改め，「の再生利用」 

」 

 



 

 

発生抑制及

び再使用の 

の取組 

第１号様式中「第３条関係」を「第５条関係」に改め，同様式（表面）中「第１０条第

１項」を「第２１条第１項」に，「届け出ます」を「提出します」に改め，「ことができる」

を削り，「することができない」を「しない」に改め，同様式（裏面）中「発生の抑制の取 

 

組及び再生利用」を「廃棄物の発生抑制等」に， 

                       

に改め，同様式注を同注１とし，同注に次のように加える。 

２ 「廃棄物の発生抑制等」とは，廃棄物の発生の抑制，再使用及び再生利用をいいま

す。 

第１号様式を第４号様式とし，同様式の前に次の３様式を加える。 

「 

」 

を

い 

「 

」 

発生の抑 

制の取組 



 

 

 



 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 



 

 

 



 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する規則（以下「改

正後の規則」という。）第３条第２項の規定により，平成２８年６月３０日までに作成

及び提出を行わなければならない報告書については，同項中「前年の４月１日」とある

のは「前年の１０月１日」と読み替えて，同項の規定を適用する。 

３ この規則の施行の日から平成２８年３月３１日までの間における改正後の規則第１４

条第１１号の規定の適用については，同号中「紙又は紙製品」とあるのは，「紙又は紙

製品（事業活動に伴い排出される新聞紙，雑誌及び段ボールに限る。）」とする。 

４ 従前の様式による用紙は，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用すること

ができる。 

（環境政策局循環型社会推進部ごみ減量推進課） 


